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上毛電鉄友の会規約

（目的）

第１条 この団体は、上毛電気鉄道(株)(以下「上電」という。)が、地域に根ざ

した公共交通としての使命を果たすべく運行に必要な諸事業に対して支援を行

うことにより、上電の活性化に寄与することを目的とする。

（名称）

第２条 この団体は、上毛電鉄友の会（以下「会」という。）と称する。また、

略称として､上電友の会とする事がある。英語標記をJODEN supporters clubと

する。

（事務所）

第３条 会の事務局は、上電本社内に置く。

（活動）

第４条 会は、第１条の目的を達成するため、次に掲げる事業を行う。

（１）上電の運行維持、活性化に必要と認める活動及び支援

（２）上電に対する各種ボランティアの募集及び支援

（３）上電が保有する車両の全般検査のための基金の蓄積

（４）上電の動向等に関わる通知や、会員相互の親睦を図るための機関誌の発行

（５）他の公共交通支援･研究･愛好団体との交流や協調

（６）上電のその他運行継続、活性化に必要と認める活動及び支援

（会員）

第５条 会員となることができる者は、上電の安全な運行維持、活性化を支援す

ることに賛同する者とする。

①個人会員

②法人格のない任意団体会員

③法人会員

（会員の入会と会費）

第６条 入会を希望する者は、代表に加入申込書を提出して、年会費の納入をも

って、会員に入会したこととする。

２ 年会費の額は、次に掲げるとおりとする。

（１）個人会員は１口１，０００円とし、１口以上

（２）法人格のない任意団体会員は１口１，０００円とし、３口以上

（３）法人会員は１口１，０００円とし、５口以上

３ 年会費の年度は、毎年４月１日から翌年３月３１日までとする。
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４ 会員継続の際の年会費は、会が定めた期間までに納入しなければならない。

５ 既納の会費は、退会等を申し出た場合や除名された場合でも、返却しない。

(会員の退会)

第７条 会員が次の各号のいずれかに該当するに至ったときは、退会とする。

（１）退会の申し出があったとき。この場合、退会届けを代表に提出する。

（２）本人が死亡等したとき、または会員である法人が消滅したとき

（３）年会費が多年に亘って納入されていないとき

（４）代表は、会則に違反したり、この会の名誉を傷つける等、この会の目的に

ふさわしくない会員を除名することができる。

（役員）

第８条 会に次の役員を置く。

（１）代表１名

（２）副代表５名以内

（３）運営委員１５名以内

（４）監事２名

２ 役員の任期は１年とする。ただし、再任を妨げるものではない。

３ 役員は、役員会において選出し、事後の総会で承認を得るものとする。

（役員職務）

第９条 代表は、会を統括する。

２ 副代表は、代表を補佐し、代表に事故ある時は、代表があらかじめ指定した

副代表が会を統括する。

３ 運営委員は、会の業務を執行する。

４ 監事は、会の業務及び会計を監査する。

（役員会）

第１０条 会の適正な運営を図るため役員会を置く。

２ 役員会は、代表、副代表及び運営委員をもって構成し、会の業務の執行に必

要な事項を協議・決定する。

３ 役員会は、代表が招集し会議の長となる。

４ 役員会は、役員の２分の１以上の出席をもって成立するものとする。ただし、

委任状等が提出された場合も、出席とみなすことができる。

５ 役員会の議事は、出席者の過半数の同意により決定し、可否同数の時は、代

表の決定するところとする。

６ 役員会は、必要に応じ役員以外の者の出席を求め、意見を聞くことができる

ものとする。
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（顧問及び特別会員）

第１１条 会に顧問及び特別会員をおくことができる。

２ 顧問及び特別会員の選任は、役員会の議決を持って行い、事後の総会で承認

を得るものとする。

（総 会）

第１２条 会の健全・公正な運営を図るため､毎年１回、通常総会を開催するもの

とする。

２ 通常総会は、会計年度当初に行うものとする。

３ 代表が必要と認めた場合、臨時総会を開催することができる。

４ 総会は、出席者の合意を持って成立するものとし、その議事は、出席者の過

半数の同意により決定する。可否同数の時は、代表の決定するところとする。

（会計年度）

第１３条 会の会計年度は、毎年４月１日から翌年３月３１日までとする。

（経費）

第１４条 会の経費は、会員の年会費、沿線市連絡協議会補助金、寄附金、預金

利子、及びその他の収入をもって充てる。

（基金）

第１５条 第１条の目的を達し、第４条の活動を遂行するため、会に上電運行継

続活性化基金（以下「基金」という。）を造成することができる。

２ 基金は、第６条の会費の一部、預金利子及びその他の収入を積み立てること

により造成するものとする。

３ 基金は、第１条及び第４条の事業に要する経費とする場合に限り処分するこ

とができる。ただし、役員会において特に必要と認めた時は、友の会の経費に

充てることができるものとする。

（監査）

第１６条 監事は、毎会計年度終了後、期日を定めて監査を行わなければならな

い。

２ 監事は、監査をした結果を役員会に報告するとともに、総会で報告しなけれ

ばならない。

（会員の個人情報の保護）

第１７条 会の運営にあたり、特定の個人を識別できる情報すべてを個人情報と

定義し、個人情報を取り扱うに当たり、個人情報保護に関する関係法令等に基づ

き適正な管理を行うことに努めるものとする。



4

２ 保有する会員の個人情報を以下の目的で利用し、この目的範囲以外での利用

はしないこととする。

（１）会の事業目的を達成するための情報提供

（２）会の運営上必要な事務連絡

（３）その他役員会で特に必要と認める事項

（委任）

第１８条 この規約の施行について必要な事項は、代表が別に定める。

附則

この規約は平成２２年５月２７日から施行する。

この規約は令和 ５年６月１０日から施行する。


